
平成２５年２月市議会定例会

一　般　質　問　通　告　書

（通告者１２名）



順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考

１ ２番 大友　康信

１ 行財政改革
について

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２ １０番 菊地　忍

市　長

市　長

市　長

２ 土木事業に
ついて

市　長

市　長

教育長

市　長

(6)コスト情報について、１年単位の収支が赤字なら
ば、将来世代への負担の先送りになり累積される。多
方面で累積増が予想されるが、現行のままで予測と対
応の計画が立てられるのか。

(2)財務諸表から見えるストックやコスト情報等を、
どのように活用しているのか伺う。

(5)ストック情報について、復興に係る財務管理にお
いても複式簿記の有効性が考えられるがどうか。

１ 公園事業に
ついて

３ 通学路の安
全点検について

(2)通学路の安全対策は喫緊の課題である。防災・安
全交付金を活用し対策を図るべきと考えるがどうか。

(1)現在公表されている財務諸表で、住民に対する財
政の説明責任が十分に果たされていると考えているか
伺う。

質問の要旨

(1)平成24年７月から８月にかけて通学路の合同安全
点検を実施しているが、その結果について改善状況を
あわせ公表するべきと考えるがどうか。

(1)市内には身近なところに公園がない地域もある。
子供の遊び場であり、憩いの場でもある公園の整備を
図るべきと考えるがどうか。

(3)財務諸表を十分に活用していくための課題につい
て伺う。

(1)愛媛県今治市では、市のホームページに道路・下
水道等の市内道路工事情報（地図・工事業種・担当
課・工事名・施行延長・入札日・完了予定日・請負業
者名）を掲載している。本市でも地域住民や利用者へ
理解と協力を得るためにも取り組むべきと考えるがど
うか。

(2)国の社会資本整備総合交付金制度を活用し、公園
の遊具等の更新を進めているが、そのスケジュールを
市民にもお知らせするべきと考えるがどうか。

(4)将来世代につないでいける財政基盤強化や政策判
断活用基準の強化に向けて、東京都公会計基準の複式
簿記発生主義会計を導入すべき。

(3)平成19年12月定例会にて遊具に異常があった際の
連絡先を明記するべきと提言し表示板が設置された
が、更新された遊具には設置されていない。また、既
存の遊具にある表示板の連絡先は道路公園課のままで
ある。担当課がわかる表示板を設置するべきと考える
がどうか。

(2)橋梁の調査を平成20、21年度に実施し長寿命化修
繕計画を策定するとしていたがどうなっているのか。
交付金を活用し老朽化対策を図るべきと考えるがどう
か。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

３ ３番 小野　泰弘

市　長
市　長

市　長

市　長

市　長

４ ９番 山田　司郎

１ 防災情報の
市民への周知に
ついて

市　長
教育長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長
教育長
市　長
教育長
市　長
教育長

５ １５番 山口　實

１ 危機管理に
ついて

市　長

市　長

市　長
教育長

市　長
教育長

(2)双方向の情報交換ツールである「市民の広場」の
利用促進に努めるべき。また、携帯電話でも利用しや
すいようにすべき。

１ 災害関連情
報の伝達手段に
ついて

(1)平成25年度に向けて経営再開マスタープランを作
成し農地集積交付金を交付すべき。
(2)沿岸地域における地下水の塩水化対策を実施すべ
き。

(3)多文化共生の観点から、在市外国人への支援を拡
充すべき。

(1)なとり災害ＦＭの今後のあり方について伺う。
(2)高度で多様な災害情報の提供を可能にするＶ－Ｌ
ｏｗマルチメディア放送をどのように活用しようと考
えているのか。

(1)地震や津波など全国瞬時警報システムの緊急情報
を名取市防災情報や消防団・学校へのメール配信に自
動連動させるべき。

２ 国際交流へ
の取り組みにつ
いて

(1)名取市国際交流協会を設立し、官民協働で交流事
業を推進すべき。
(2)市民や団体の国際交流活動への支援の充実を図
り、交流の拠点となる場を確保すべき。

(3)市内16の小・中学校が全て避難場所となってい
る。災害時に備え敏速な役割を果たせる対応をすべ
き。

(1)壊滅的な被害となった東日本大震災を教訓に危機
管理のあり方が見直されているが、本市の取り組み
は。
(2)安全・安心な避難のため、緊急時における民間の
施設（中高層建築物）等の活用を考えるべき。

２ 被災農家の
経営再開支援に
ついて

(4)税等の公平性から滞納者が多い市税や住宅使用
料・学校給食費実費に対する未収金が改善されない
が、取り組みを強化すべき。

(3)Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送への市民の理解を
深め、誰でも扱えるＶ－Ｌｏｗ受信端末の普及策を検
討すべき。

(4)交流機会の拡充に積極的に取り組むべき。

(5)ホームステイの受け入れは、学校を通じてボラン
ティアの呼びかけをすべき。
(6)姉妹都市であるグアララッペスとの交流をどのよ
うに進めていくのか。インターネットを活用した双方
向の交流を促進すべき。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長
教育長

市　長

市　長

６ ５番 及川　秀一

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長
市　長

市　長

市　長
市　長

市　長

７ １２番 小野寺美穂

市　長

市　長

市　長

１ 自殺防止の
取り組みについ
て

(3)行政情報の質を高めるフェイスブックやツイッ
ターなど双方向性のメディアを活用した情報発信を図
るべき。

(1)東日本大震災後の関連死と思われるケースも含め
た自殺者について実態把握に努めるべき。
(2)復興の進捗と同時に、被災者の経済状態・心身と
もの健康状態などに起因し今後も増加が懸念される
が、どう対応しようとしているのか。
(3)専門家の力を借りるなどの対策を講じ、これ以上
自殺者を出さない取り組みをすべき。

２ 土地利用型
農業の確立につ
いて

(1)平成24、25年度の２カ年で地域農業の将来的なあ
り方「人・農地プラン」が国から求められているが、
その進捗は。

(1)災害時の情報発信をどのように捉えているのか。
(2)ホームページの情報発信の仕方を整備強化すべ
き。

２ 災害時の情
報通信体制につ
いて

１ 防災計画と
地震対策の見直
しについて

(1)東日本大震災後の地震・津波に備えた防災計画の
見直しについてどのように考えているのか。
(2)震災対策の中の防災体制における防災情報提供シ
ステムや、災害時の通信手段の確保についてどのよう
な検討を行っているのか。

(5)防災・減災の対応や未収金の問題は喫緊の課題で
ある。危機的意識を高める上からも、組織体制（危機
管理職の導入等）を強化、見直すべき。

(4)配備要綱・配備時期・警戒本部組織の見直しを図
るべき。

(2)被災農地の大区画圃場整備が平成25年度から着工
されようとしている。受け皿となる担い手組織が各地
域に数団体結成されたが、積極的に制度活用や金銭的
な面で指導すべき。

(3)地震・津波災害時の配備時期と警戒組織の考え方
は。

３ 那智が丘小
学校の避難所整
備について

(1)現在の食料品、生活必需品等の備蓄状況は。
(2)浄化型プールの飲料水としての安全基準と供給量
の考え方は。
(3)避難所整備や地域防災組織と連携を図るべき。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長

市　長

８ １７番 今野　栄希

市　長

市　長

教育長

市　長

市　長

市　長

市　長

３ 国旗、国歌
について

教育長

教育長

４ 市民サービ
スについて

市　長

５ 名誉市民条
例について

市　長

(1)障がいのある人たちの地域生活問題をどう捉えて
いるか。
(2)福祉制度の改善を求めるとともに、就労支援や就
労できない方々への生活支援を強化すべき。

３ 2011年３月
11日震災発災後
の対応について

(1)2011年３月11日の午後２時46分以降の市の対応に
ついて伺う。
(2)今後の備えのために何を教訓として残そうとして
いるのか。職員の退職・異動にも影響を受けないよう
にすべき。

２ 障がいのあ
る人たちが人間
らしく生きてい
くための取り組
みについて

１ 防災行政、
震災対応につい
て

(1)メガソーラーは太陽光発電の普及啓発だけではな
く、経済効果、投資事業としても魅力がある。被災地
（閖上・北釜）をエネルギーの供給地にするべき。
(2)被災地（閖上・北釜）に震災墓地公園、鎮魂慰霊
碑を整備した（仮称）地震・津波伝承メモリアル公
園、市民農園、スポーツ施設等を建設すべき。
(3)学校の危機管理マニュアルや防災教育の見直しを
図るとともに、防災教育を推進する教員を配置すべ
き。

２ 財源確保に
ついて

(1)公共施設駐車場における教員、職員、議員の駐車
料金の有料化を図るべき。
(2)固定資産税、都市計画税、市県民税、後期高齢者
医療保険料、軽自動車税、国民健康保険税、保育料、
幼稚園使用料、学校給食費実費、公共施設使用料など
をインターネットバンキングなどの電子収納、クレ
ジットカード等を用い納付できるようにすべき。

(1)日の丸の由来や君が代の指導を各校でどのように
しているのか。
(2)日本人としての自覚を養い、国を愛する心を育て
る観点から国旗や国歌の指導をより強化すべき。

(3)有料広告（バナー広告）を公用車の車体に掲示、
広報なとりに掲載、図書の貸出票、給与支払明細書等
に載せるべき。
(4)学校給食費実費、保育料、幼稚園使用料、水道料
金、下水道使用料等の受益者負担金の収納一元化を図
るため、係を新設すべき。

(1)住民票、印鑑登録証明書、納税証明書、戸籍全部
事項証明書、戸籍附票等の交付をコンビニエンススト
アでできるようにすべき。

(1)県内13市中、名誉市民条例を制定していないのは
登米市と名取市だけである。早急に制定すべき。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

９ １８番 星居　敬子

１ 教育と健康
対策について

市　長
教育長

市　長
教育長

２ 子ども・子
育て支援新制度
について

市　長

３ 高齢者施策
について

市　長

市　長
市　長

市　長

市　長

１０ ６番 大沼　宗彦

教育長

教育長

教育長
教育長

２ 図書館の整
備について

教育長

市　長

市　長
市　長
市　長

１１ ４番 佐々木哲男

市　長
教育長

教育長

(1)国からのスケジュール等が示されたが、市として
主体的に子ども・子育て会議を設置し検討を進めない
と遅くなると考えるが、どのような考えでスケジュー
ルを進めていこうとするのか。

(2)事業展開の中に問題点はないのか。
(3)両事業の実施件数をふやすため、要件の見直しを
行うべき。

(5)高齢者の名称を「幸齢者」と変更してはどうか。

(4)団塊の世代の力を生かす施策を考えるべきと考え
るが、その検討や具体策はあるのか。

(1)生活保護基準の引き下げではなく、人並みの生活
へ改善を図るべき。
(2)子育て世代直撃の生活保護改悪は避けるべき。

(1)学校や保育所、幼稚園等子供たちが集まる場所で
の熱中症対策として、これまで取り組まれたものや、
その成果をどのように認識しているのか。
(2)冷房やミストシャワー等の新たな対策が必要と考
えるがどうか。

(1)高齢者ふれあいサロンと高齢者いきがいづくり支
援事業のこれまでの成果をどのように見ているのか。

(1)どんぐり子ども図書室と、どんぐり・アンみんな
の図書室の間の通路に風除対応をすべき。

１ 子供と正面
から向き合う教
育を

(1)少人数学級を先行実施した、秋田県、山形県の成
果から学ぶべき。
(2)いじめ問題、学校の荒れ、校内での暴力への対応
は、少人数学級規模で進められるべき。
(3)少人数学級で教員の多忙化解消の方策をすべき。
(4)少人数学級の弾力的運用で行き届いた教育をすべ
き。

(3)要保護、準要保護世帯の生活困窮は避けるべき。
(4)市として生活保護世帯の生活実態調査を行い、市
の施策に反映させるべき。

１ 学校の復興
とまちづくりの
連携推進につい
て

(1)文部科学省、農林水産省、国土交通省の３省連携
による「学校の復興とまちづくり」復興支援に、市関
連部署の連携体制で取り組むべき。
(2)環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備
を推進すべき。

３ 人権を守る
生活保護制度に
ついて
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長
教育長

教育長

市　長

１２ １９番 相澤　雅

市　長

市　長

市　長

市　長

(2)被災した沿岸部のあり方について、貞山運河と一
体となった観光開発の構想をつくるべき。

(3)増田公民館跡地と、南に隣接する名取市地域職業
相談室の敷地を一体化し、中心市街地活性化につなが
る有効利用を図るべき。

(1)３期目の困難なこの市政運営に対する決意を伺
う。

１ 市政運営に
ついて

２ 複合型拠点
施設の実現に向
けた検討の進捗
と、増田公民館
跡地利用につい
て

(1)駅前複合型拠点施設整備の進捗と、目標を明確に
し、その間、増田公民館跡地に仮設公民館を設置すべ
き。
(2)複合型拠点施設の中に増田公民館を取り込む計画
について、地域住民との合意形成に向けた取り組みを
図るべき。

(3)災害公営住宅建設に当たり、地元育成の観点から
地元に発注すべき。
(4)家庭訪問型子育て支援システムを導入すべき。
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